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（自　平成27年２月21日　至　平成28年２月20日）

株式会社ニトリホールディングス



「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」ならびに「株主資
本等変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令および当
社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（ア
ドレス　http://www.nitorihd.co.jp/ir/）に掲載することにより株主の
皆様に提供しております。



連結株主資本等変動計算書

(平成27年 2 月21日から
平成28年 2 月20日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 13,370 13,725 267,963 △14,639 280,419
会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額 434 434

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 13,370 13,725 268,398 △14,639 280,854

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,513 △6,513

当 期 純 利 益 46,969 46,969

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 686 1,248 1,935

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 　－ 686 40,455 1,247 42,389

当 期 末 残 高 13,370 14,411 308,854 △13,392 323,244

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予 約 権

少数株主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッ
ジ 損 益

為 替 換
算 調 整
勘 定

退 職 給
付 に 係
る 調 整
累 計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当 期 首 残 高 586 25,095 3,345 △33 28,993 1,050 66 310,531
会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額 434

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 586 25,095 3,345 △33 28,993 1,050 66 310,965

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,513

当 期 純 利 益 46,969

自 己 株 式 の 取 得 △1

自 己 株 式 の 処 分 1,935

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) △296 △20,930 △1,044 △271 △22,542 123 32 △22,386

当 期 変 動 額 合 計 △296 △20,930 △1,044 △271 △22,542 123 32 20,002

当 期 末 残 高 289 4,165 2,301 △305 6,450 1,174 98 330,968

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年 2 月21日から
平成28年 2 月20日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 13,370 13,506 174 13,680 500 53,600 161,350 215,450 △12,942 229,558

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,539 △6,539 △6,539

当 期 純 利 益 45,230 45,230 45,230

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 345 345 1,007 1,352
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 345 345 － － 38,690 38,690 1,005 40,042

当 期 末 残 高 13,370 13,506 519 14,026 500 53,600 200,041 254,141 △11,937 269,601

評 価・換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 586 586 1,050 231,196

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,539

当 期 純 利 益 45,230

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 1,352
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 ) △296 △296 123 △173

当 期 変 動 額 合 計 △296 △296 123 39,869

当 期 末 残 高 289 289 1,174 271,065

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
 (1)　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　21社
②　主要な連結子会社の名称

㈱ニトリ
㈱ホームロジスティクス
P.T. NITORI FURNITURE INDONESIA
NITORI FURNITURE VIETNAM EPE
似鳥（中国）采購有限公司
㈱ニトリパブリック
上海利橋実業有限公司
宜得利家居股份有限公司
明応商貿（上海）有限公司
㈱ホーム・デコ
NITORI USA, INC.
他　10社

③　主要な非連結子会社の名称等
イ　主要な非連結子会社の名称

NITORI (THAILAND) CO., LTD.
ロ　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は清算手続き中であり、総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 (2)　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用しない非連結子会社の名称

NITORI (THAILAND) CO., LTD.
②　持分法を適用しない理由

当期純損益および利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外
しております。

 (3)　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

㈱ニトリファニチャー
・・・・・・・平成27年12月20日

P.T. NITORI FURNITURE INDONESIA
NITORI FURNITURE VIETNAM EPE
似鳥(中国)采購有限公司
㈱ニトリパブリック
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上海利橋実業有限公司
宜得利家居股份有限公司
明応商貿（上海）有限公司
NITORI USA, INC.
他７社

・・・・・・・平成27年12月31日
㈱ホーム・デコ

・・・・・・・平成28年１月31日
連結計算書類の作成に当たっては、当該各社の決算日における計算書類を使用しており

ます。ただし、各子会社の決算日から連結決算日平成28年２月20日までの期間に発生した
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4)　会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法
イ　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用してお
ります。

時価のないもの　　総平均法による原価法を採用しております。
ロ　たな卸資産

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

ハ　デリバティブ
時価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用してお
ります。

ただし、当社および国内連結子会社は平成10年４月１日以降取得の建物（建物付属設
備を除く）は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　　５年～47年
機械装置及び運搬具　　２年～12年
工具、器具及び備品　　５年～10年
また、当社および国内連結子会社は事業用借地権設定契約に基づく借地権上の建物に

ついては借地契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、上記に係る耐用年数は主に20年であります。
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ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。
ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成21年２月20日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
③　重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金

当社および一部の連結子会社は売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金
当社および一部の連結子会社は従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末

以前１年間の支給実績を基準にして、当連結会計年度に対応する支給見込額を計上して
おります。
ハ　ポイント引当金

顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末において将来利用さ
れると見込まれる額を計上しております。
ニ　株主優待費用引当金

株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、株主優待券の利用実績等を基準と
して当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

ホ　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。なお、当社については平成16年４月に、国内連結子会社については平成17年12月
に役員退職慰労金制度を廃止しており、計上額は過去分の要支給額となっております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ　退職給付に係る会計処理の方法

ａ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については給付算定式基準によっております。
ｂ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することとしております。また、過去勤務費用は、その発生時に
おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分
した額を費用処理することとしております。
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ロ　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産および負債は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

ハ　重要なヘッジ会計の方法
ａ．ヘッジ会計の方法

外貨建取引等会計処理基準に基づく繰延処理および金融商品会計基準に基づく特
例処理によっております。

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　為替予約・金利スワップ取引
ヘッジ対象　　　外貨建仕入債務・借入金利息

ｃ．ヘッジ方針
為替予約は、為替相場変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っ

ております。
金利スワップ取引は、金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。
ｄ．ヘッジ有効性評価の方法

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、半年ごとにヘッジの有効性の確認を
行っております。

ニ　消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職
給付会計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を退職給付
会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連
結会計年度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込
額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定
方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく単一の割引率を使用する方法か
ら、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更してお
ります。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱
いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の
変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が675百万円減少し、利益剰余
金が434百万円増加しております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等
調整前当期純利益、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益に与える影響は軽微
であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保に係る債務

担保に供している資産
建物及び構築物 2,169百万円
差入保証金 30百万円
合計 2,200百万円

上記に対応する債務は次のとおりであります。
買掛金 30百万円
流動負債その他 124百万円
固定負債その他 2,196百万円
合計 2,352百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 83,103百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類および総数に関する事項 　　　　　　　　　　　 　　　（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

発 行 済 株 式 普 通 株 式 114,443,496 － － 114,443,496
自 己 株 式 普 通 株 式 4,213,630 160 359,322 3,854,468

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加160株は、単元未満株式の買取によるものでありま
す。

２.普通株式の自己株式の株式数の減少359,322株は、平成23年12月20日付の取締役会で
導入を決議しました「株式給付信託（J-ESOP）」の行使による減少69,322株およびス
トックオプションの行使による減少290,000株であります。

３.普通株式の自己株式の当連結会計年度末株式数には、「株式給付信託(J-ESOP)」導入
において設定した資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式
が418,458株含まれております。

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円） 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年３月30日
取締役会 普通株式 3,210 29 平成27年２月20日 平成27年４月20日

平成27年９月28日
取締役会 普通株式 3,329 30 平成27年８月20日 平成27年10月27日

（注）１.平成27年２月20日を基準日とする配当金の総額は、「株式給付信託（J-ESOP）」の導
入において設定した資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株
式に対する配当金14百万円を含めて記載しております。

２.平成27年８月20日を基準日とする配当金の総額は、「株式給付信託（J-ESOP）」の導
入において設定した資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株
式に対する配当金12百万円を含めて記載しております。
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

決 議 株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年３月28日
取締役会 普通株式 3,885 利益

剰余金 35 平成28年２月20日 平成28年４月22日

（注）配当金の総額は、「株式給付信託(J-ESOP)」の導入において設定した資産管理サービス
信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金14百万円を含めて記
載しております。

⑶　新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる株式の種
類および数

普通株式　943,500株

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画、資金繰り表等に照らして、必要な資金を主として金融

機関からの借入により調達しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避す
るために利用し、投機的な取引は行っておりません。

②　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されておりますが、回

収までの期間が短く、貸倒実績率も極めて低い状況であります。当該リスクについては、
取引先ごとに期日管理、残高管理を行うとともに、信用状態が危惧される場合は、速やか
に回収を図るなどリスクの低減に努めております。

投資有価証券は、時価のあるものについては市場価格の変動リスク、時価のないものに
ついては当該企業の経営成績等により減損のリスクに晒されておりますが、定期的に時価
等の把握を行っております。

差入保証金および敷金は、主に店舗の賃貸借契約によるものであり、預託先の信用リス
クに晒されておりますが、預託先ごとに期日管理、残高管理を行うとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金および未払金ならびに未払法人税等は、そのほとんどが３ヶ月以
内の支払期日であります。

借入金のうち短期借入金は、主として、短期運転資金に充当するものであり、長期借入
金は、長期運転資金に充当するものであります。長期借入金のうち一部は変動金利である
ため、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ）を利
用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建金銭債務に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とし
た為替予約取引および借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした
金利スワップ取引であります。当社グループの取引の相手方は、いずれも信用度の高い金
融機関であり、相手方の債務不履行による信用リスクはほとんどないと判断しておりま
す。取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内ルールに従い、経理部門が決裁
者の承認を得て行っております。
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③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成28年２月20日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含まれておりません。（（注）２．参照）　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額 時　価 差　額

①　現金及び預金 42,327 42,327 －
②　受取手形及び売掛金 15,258
　　　　　　　　貸倒引当金（※１） △8

15,250 15,250 －
③　投資有価証券
　　　その他有価証券 2,375 2,375 －
④　差入保証金 15,362 16,884 1,522
⑤　敷金 18,079 17,611 △467

資産計 93,395 94,449 1,054
①　買掛金 15,356 15,356 －
②　未払金 16,195 16,195 －
③　未払法人税等 14,929 14,929 －
④　長期借入金
　（１年内返済予定のものを含む） 2,129 2,126 △3

負債計 48,611 48,608 △3
　　　　デリバティブ取引（※２） 6,214 6,214 －

（※１）受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で
　　　　正味の債務となる項目については、（　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資　産
①現金及び預金および②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

③投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

④差入保証金
差入保証金の時価は、償還予定時期ごとの信用リスクを織り込んだその将来キャ
ッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づいた利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

⑤敷金
敷金の時価は、一定の期間ごとの信用リスクを織り込んだその将来キャッシュ・
フローを国債の利回り等適切な指標に基づいた利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

負　債
①買掛金、②未払金および③未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

④長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
取引金融機関から提示された価格等を時価としております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区　　　分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 388

非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「資産③投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現 金 及 び 預 金 42,327 － － －
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 15,258 － － －

合　計 57,586 － － －
　　　　　差入保証金および敷金については、返還期日を明確に把握できないため、償還予定額
　　　　　を記載しておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社および一部の連結子会社では、全国主要都市を中心に賃貸商業施設等（土地を含む）
を有しております。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時　　　価
61,875 53,077

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考え

られる指標に基づく価額によっております。

７．１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額 2,981円27銭
　１株当たり当期純利益 425円10銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)　資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法
イ　関係会社株式　　　　　総平均法による原価法を採用しております。
ロ　その他有価証券　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）を採
用しております。
時価のないもの
総平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブの評価基準および評価方法
イ　デリバティブ　　　　　時価法を採用しております。

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　定率法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物付属設備を
除く）は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物　　　　　　　　５年～39年
　構築物　　　　　　　10年～45年
　機械及び装置　　　　７年～12年
　車両運搬具　　　　　４年～５年
　工具、器具及び備品　５年～10年
また、事業用借地権設定契約に基づく借地権上の建物につい
ては借地契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。
なお、上記に係る耐用年数は主に20年であります。

②　無形固定資産　　　　　　定額法を採用しております。
（リース資産を除く）　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③　リース資産　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。
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(3)　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計
上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度末以前１年間
の支給実績を基準にして、当事業年度に対応する支給見込額
を計上しております。

③　株主優待費用引当金　　　株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、株主優待
券の利用実績等を基準として当事業年度末において将来利
用されると見込まれる額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期
末要支給額を計上しております。また、平成16年４月に役員
退職慰労金制度を廃止しており、平成16年５月以降対応分に
ついては引当金計上を行っておりません。

(4)　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

②　重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法

金融商品会計基準に基づく特例処理によっております。
ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　借入金利息

ハ　ヘッジ方針
金利スワップは、金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行って
おります。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法
デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、半年ごとにヘッジの有効性の確認を行
っております。

③　消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産および担保に係る債務

担保に供している資産
建物 2,089百万円

上記に対応する債務は次のとおりであります。
流動負債その他 124百万円
長期預り敷金保証金 2,116百万円

⑵　関係会社に対する金銭債権および金銭債務
短期金銭債権 68,167百万円
短期金銭債務 1,057百万円

⑶　有形固定資産の減価償却累計額 62,989百万円
⑷　取締役、監査役に対する金銭債権および金銭債務

該当事項はありません。
⑸　債務保証

保　　証　　先 金　　　　　額 内　　　　　容
株式会社ニトリパブリック 　 27百万円 支払債務

NITORI USA, INC. 1,649百万円 支払債務

３．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との営業取引高

売上高 66,293百万円
販売費及び一般管理費 379百万円

⑵　関係会社との営業取引以外の取引による取引高 5,777百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：株）

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
自 己 株 式 普 通 株 式 3,725,850 160 290,000 3,436,010

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加160株は、単元未満株式の買取によるものであり
ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少290,000株は、ストックオプションの行使による
ものであります。
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

繰延税金資産（流動資産）
未払事業税・事業所税 134百万円
未払不動産取得税 13百万円
賞与引当金 65百万円
その他 131百万円

繰延税金資産（流動資産）合計 346百万円
繰延税金資産（固定資産）

減価償却超過額 2,586百万円
子会社株式評価損 1,990百万円
役員退職慰労引当金 47百万円
貸倒引当金 31百万円
減損損失および退店違約金等 64百万円
資産除去債務 29百万円
会社分割に伴う関係会社株式 2,124百万円
その他 576百万円

繰延税金資産（固定資産）小計 7,450百万円
評価性引当額 △2,166百万円
繰延税金資産（固定資産）合計 5,284百万円

繰延税金負債（固定負債）との相殺 △892百万円
繰延税金資産（固定資産）の純額 4,391百万円

繰延税金負債（固定負債）
資産除去債務に対応する除去費用 17百万円
建設協力金 736百万円
その他有価証券評価差額金 138百万円

繰延税金負債（固定負債）合計 892百万円
繰延税金資産（固定資産）との相殺 △892百万円

繰延税金負債（固定負債）の純額 －百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社および関連会社等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（ 被 所 有 ） 割 合 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額

（百万円） 科 　 目 期末残高
（百万円）

子会社 株式会社ニトリ 所 有
直　接 100%

建 物 等 の 賃 貸
資金の貸付
経 営 管 理
役員の兼任

建物等の賃貸(注)１ 22,856 売 掛 金 2,043

経営指導料の受取(注)２ 4,632 未収入金 411

資金の貸付(注)３ 135,920 短期貸付金 64,310

利息の受取(注)３ 256 未収入金 17

配当の受取(注)４ 37,000 － －

事務サービス料の支払(注)５ 91 未 払 金 8

配当の支払(注)６ 26 － －

子会社 株式会社ホーム
ロジスティクス

所 有
直　接 100%

建 物 等 の 賃 貸
経 営 管 理

建物等の賃貸(注)１ 86 売掛金 8

経営指導料の受取(注)２ 874 未収入金 75

配 当 の 受 取 （ 注 ） ４ 441 － －

（注）１．建物等の賃貸については、近隣の取引実勢に基づき、物件の所有、管理に係る諸経
費等を勘案して決定しております。

２．経営指導料については、役務提供に対する費用等を勘案して合理的に価格を決定し
ております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
４．株式会社ニトリにおける平成27年５月８日開催の定時株主総会決議および株式会社

ホームロジスティクスにおける平成27年５月８日開催の定時株主総会決議に基づく
剰余金の配当となります。

５．事務サービス料については、役務提供に対する費用等を勘案して合理的に価格を決
定しております。

６．株式給付信託(J-ESOP)の導入に伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ
口）が保有する当社株式に対する配当となります。

７．上記の取引金額は消費税等を含んでおらず、期末残高は消費税等を含んでおります。
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⑵　役員および個人主要株主等

種 類 氏 　 名
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）

役 員 似 鳥 昭 雄
(被所有)

直接3.08％
当社
代表取締役

ストックオプショ
ンの行使(注)1

633 － －

役 員 白 井 俊 之
(被所有)

直接0.04％
当社
代表取締役

ストックオプショ
ンの行使(注)1

23 － －

役 員 古 宮 小 進
(被所有)

直接0.02％
当社取締役

ストックオプショ
ンの行使(注)1

39 － －

役 員 の 近 親 者 似 鳥 み つ 子
（被所有）
直接0.01%

代表取締役
の実母

建物の賃借(注)2 16 敷 金 28

（注）１．平成23年５月12日定時株主総会決議に基づき付与されたストックオプションの当事
業年度における権利行使を記載しております。

　　　２．建物の賃借については、近隣の取引事例を勘案し協議の上決定しております。
　　　３．上記の取引金額は消費税等を含んでおりません。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,431円29銭
１株当たり当期純利益 407円79銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 18 －


